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地方独立行政法人香取おみがわ医療センター 令和５年度年度計画 

 

第１ 年度計画の期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日までの１年間とする。 

 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めにとるべき措置 

１ 地域の特性に配慮した医療の提供 

(1) 診療体制の充実 

① 地域医療構想を踏まえた医療の提供 

地域包括ケア病床の令和 7年度目標値 50床に向け、運用体制を検討する。 

○医師を含む多職種チームによる検討を行う。 

退院支援の強化に努める。 

○退院前訪問看護を実施する。 

公立病院経営強化プランを作成する。 

○プランの期間を令和６年度から令和 7年度とする。 

○千葉県立佐原病院や香取郡市医師会と密に交流を図り、救急医療及び在宅医

療の体制について、機能分化・連携強化等の協議を行う。 

項目 
令和３年度 

実績値 

令和５年度 

目標値 

一般病床 83床 74床 

地域包括ケア病床 17床 26床 

計 100床 100床 

② 急性期医療の充実 

ヘリカルＣＴやＭＲＩによる精度の高い画像診断を有効活用し、急性冠症候群や

脊椎脊髄疾患を中心とした治療を積極的に行う。 

○業務を円滑に遂行するため、分掌の見直しや効率化に努める。 

項目 
令和３年度 

実績値 

令和５年度 

目標値 

ＣＴ撮影件数 5,906件 6,250件 

ＭＲＩ撮影件数 3,261件 3,500件 

主な手術件数 1,339件 1,450件 

③ 外来・かかりつけ医機能等 

需要に即した診療体制及び診療機能の補完に努める。 

○皮膚排泄ケア認定看護師によるフットケア外来を新設する。 

○各大学病院との関わりを密にし、診療体制の充実を図る。 

○透析患者送迎サービスを開始する。 
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地域診療所が「かかりつけ医」として機能している診療科については、「かかりつ

け医」を持つことを推奨・啓発し、医療センターの専門医と「かかりつけ医」であ

る地域診療所の医師が互いに連携し、協同で継続的に治療を行う「二人主治医制」

の構築に努める。 

○香取郡市医師会と各専門医との連携強化に努める。 

④ 在宅医療及び介護サービスの提供 

ア 在宅療養支援 

高齢者が住み慣れた地域や自宅で療養できる環境を維持するため、外来での療

養指導や訪問診療、訪問看護、訪問リハビリテーションなどの在宅療養支援に努

める。 

イ 訪問診療 

公立病院の役割として、引き続き、他の医療機関が訪問しにくい地域の患   

者への対応を積極的に行う。 

○常勤医師を配置し訪問診療の拡大に努める。 

ウ 居宅介護支援 

介護保険の利用者及びその家族の要望を尊重し、適切なサービスが利用できる

よう支援に努める。 

○常に利用者数を把握し、ケアマネージャーの配置について検討する。 

⑤ 救急医療 

救急告示病院としての役割を果たし地域の救急医療に努める。 

○平日日中の救急体制の強化に努める。 

地域における持続可能な救急医療体制の確保に努める。 

○近隣の高次機能病院や三次救急病院との緊密な連携や、千葉県立佐原病院や

香取郡市医師会と密に交流を図り、機能分化・連携強化について協議を行う。 

当直体制について、常勤・非常勤医師を効果的に配置し、消防署との連携を図り

ながら時間外救急体制の強化に努める。 

項目 
令和３年度 

実績値 

令和５年度 

目標値 

時間外患者応需率 47.1％ 70.0％ 

 救急搬送応需率 36.0％ 60.0％ 

急性冠症候群受入患者数 44人 50人 

不安定狭心症や急性心筋梗塞等の急性冠症候群の患者の救急診療を行う体制を整

える。 

⑥ リハビリテーション医療 

急性期から回復期・慢性期・在宅医療まで包括的にリハビリテーションを提供す

る体制整備に努める。 
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疾患別リハビリテーション 
令和３年度 

実績値 

令和５年度 

目標値 

運動器 32,959単位 36,000単位 

脳血管疾患等 3,512単位 3,500単位 

廃用症候群 5,227単位 4,400単位 

(2) 行政や地域と連携した医療の提供 

① 地域包括ケアシステムの推進 

介護が必要になっても、住み慣れた地域で在宅生活を送ることができるよう、地

域ニーズに応じた在宅医療及び介護の中心的な役割を担う複合型の公立病院として、

他の医療機関や福祉施設等との連携強化に努める。 

○地域の特性にあった地域包括ケアシステムを推進できるよう、医療・介護・

保健・福祉分野において、行政を交えた意見交換会を実施する。 

急性期治療後の患者に対して適切な治療と在宅復帰支援を行うため、地域包括ケ

ア推進体制の充実に努める。 

○退院支援チームを立ち上げ、入院時から介入する体制構築に努める。 

② 予防医療への取組み 

地域住民の健康保持及び疾病予防の推進のため、地域ニーズに応じた特定検診、

人間ドック、各種健康診断の検診受診率の向上に努める。 

項目 
令和３年度 

実績値 

令和５年度 

目標値 

人間ドック 0件 100件 

肺がんＣＴ検診 － 200件 

インフルエンザワクチン等の予防接種を継続して実施するとともに、行政と連携

し健康事業に参画する。 

○小児ワクチン（定期・任意）接種の業務効率化を図る。 

○新型コロナワクチン接種については、引き続き行政と連携し対応する。 

○季節性インフルエンザワクチン接種について、円滑な運営が行えるよう努め

る。 

③ 災害時等における医療協力 

災害発生時に迅速な対応ができるよう、必要な人的・物的資源を整備する。 

○居宅介護支援事業所においては、令和 5年度中に BCPを作成。 

大規模災害発生時には、基幹災害拠点病院及び地域災害拠点病院との連携のもと

患者を受け入れるとともに、必要に応じ医療スタッフを現地に派遣し、医療救護活

動を実施できるよう、災害医療に関する研修や医療救護を想定した訓練等に参加す

る。 

新型インフルエンザや新型コロナウイルス感染症の流行等、公衆衛生上重大な健

康被害等が発生し、または発生しようとしている場合は、香取市や関係機関と連携
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し、迅速かつ適切な対応に努める。 

④ 看護専門学校の運営 

令和５年度（第 38期生）の大幅な定員割れを受け、学校運営の根本的な見直しを

検討するとともに、地方独立行政法人としての今後の方向性を示す。 

２ 医療の質の向上 

(1) 医療職の人材確保と育成 

① 医師の確保 

ア 急性期医療を維持するための常勤医師確保に努める。 

○循環器内科、消化器内科、呼吸器内科 

イ 医師の業績が反映される給与制度の構築に努める。 

○年俸制について検討する。 

ウ 医師確保と定着化を促進するため、医師、看護師及び医療技術員等が、適切に

役割分担するチーム医療を推進する。 

エ 医師の働き方改革においては、適切な労務管理を行うために入退室管理システ

ムの運用の徹底を図る。 

② 看護師及び医療技術員の人材確保 

ア 教育実習の受入れや職場体験を通して関係教育機関等との連携を強化し、優れ

た看護師及び医療技術員等の人材確保に努める。 

○実習生の受入れ体制を拡大する。 

○認定看護師等の採用及び資格取得を推進し、看護の質の向上を図る。 

イ 看護師の働き方改革において、３交代制と２交代制、夜勤専従の導入について

検討する。 

(2) 地域医療連携の推進 

① 香取郡市医師会、香取匝瑳歯科医師会、香取郡市薬剤師会との連携を密にし、共

存共栄の病診連携を深める。 

○連携をテーマとした研修会「香取郡市医療連携懇話会」を年２回開催する。 

○地域の診療所等からの要望に適切に対応し、紹介率及び逆紹介率の向上を図

る。 

② 市民に対して、受診行動への啓蒙活動を行う。 

○専門医による市民公開講座を開催する。 

③ 香取海匝保健医療圏や成田市等近隣病院との病病連携を図る。 

３ 患者や家族から信頼される病院に向けた取組みの推進 

(1) 患者中心の医療の提供 

① 医療の中心は患者であるという認識の下、患者とその家族が自ら受ける治療に納

得し、治療及び検査の選択について患者の意思を尊重するため、インフォームド・

コンセントを徹底する。 

② 医療を自由に選択する患者の権利を守るため、患者が治療法等を判断する際に、
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主治医以外の専門医の意見及びアドバイスを求めた場合に適切に対応できるようセ

カンドオピニオンの体制を強化する。 

(2) 診療待ち時間の改善等 

外来診療の待ち時間の実態調査を実施し、患者ニーズを把握しながら、診療待ち時

間の改善を図る。 

(3) 患者・来院者のアメニティ向上 

患者や来院者に、より快適な環境を提供するため、院内清掃を徹底するとともに、

院内巡回を定期的に実施し、患者のプライバシー確保に配慮した院内環境整備に努め

る。 

患者、来院者及び職員の健康に配慮するため、引き続き敷地内禁煙を徹底する。 

(4) 患者の利便性向上 

① ボランティアを積極的に受け入れ、玄関・受付等での声掛けや移動介助を行うこ

とで、患者の利便性向上を図る。 

② 案内板やホームページ等を活用し、交通案内や公共交通機関の時刻表等の情報を

最新の状態に保つ。 

③ 自動精算機でのクレジットカード支払い設定費用等を調査のうえ、令和５年度中

の運用開始を目指す。 

(5) 職員の接遇向上 

① 全ての職員に対し、医療はサービス業であるとの認識を浸透させる。 

② 患者、利用者からの投書や患者満足度調査の結果について職員が情報共有し、接

遇に対する意識付けを徹底する。 

③ 接遇指導者研修など、有用な研修に職員を参加させる。 

項目 
令和３年度 

実績値 

令和５年度 

目標値 

接遇研修会 未実施 

（コロナ禍） 

１回 

 受講率 100％ 

４ 法令等の遵守と情報公開の推進 

(1) 医療センターとしての使命を果たすため、医療法（昭和 23年法律第 205号）をは

じめとする関係法令を遵守するとともに、内部規程の策定、チェック等を通じて、役

職員の行動規範と医療倫理を確立する。 

(2) 個人情報保護及び情報公開に関しては、規程に基づき適切に対応する。 

(3) 個人情報漏えいを防ぐため、情報セキュリティ研修を実施するなど、職員の認識を

高めるとともに、情報セキュリティ対策を徹底する。 

(4) インフォームド・コンセントの一層の充実や、診療録等の医療情報の適切な情報開

示を実施し、患者及びその家族の信頼向上に努める。 

５ 医療安全対策及び院内感染防止対策の徹底 

 (1) 医療事故やヒヤリハット事例等の情報収集・分析を行い、発生原因・再発防止策を
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検討し、医療安全対策の充実を図る。 

 (2) 全職員が研修会、勉強会等への参加を通じて、医療安全に対する知識の向上に努め、

適切に行動する。 

項目 
令和３年度 

実績値 

令和５年度 

目標値 

医療安全院内研修会実施回数 ２回 ２回 

 受講率 87.6％ 93.7％ 100％ 

感染対策院内研修会実施回数 ２回 ２回 

 受講率 89.5％ 73.1％ 100％ 

(3) 患者との信頼関係を強化し、患者が安心して良質な医療を受けられるような安全

管理と事故防止対策の充実を図る。 

○エラー報告は１職員、年間４件以上を目指す。 

(4) ヒューマンエラーが起こりうることを前提として、エラーを誘発しない環境、起こ

ったエラーが事故に発展しないシステムを組織全体で整備する。 

(5) 職員の自主的な業務改善や能力向上活動を強化するとともに、継続的に医療の質

の向上を図る活動を幅広く展開していく。 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 地方独立行政法人としての運営管理体制の確立 

地方独立行政法人として、自律性・機動性・透明性の高い病院運営を行う。 

理事会及び事務部門などの体制を整備するとともに、診療科ごとの収支計算による経

営分析を行い、計画を着実に達成できる運営管理体制を確立する。 

業務運営の適正化を図るため、内部統制推進体制を整備する。 

２ 効率的かつ効果的な業務運営 

(1) 適切かつ弾力的な人員配置 

地方独立行政法人化のメリットの一つである柔軟な人事管理制度を活用して、医師

をはじめとする職員の配置を適切に行う。 

柔軟な給与体系を設け、必要に応じて常勤以外の雇用形態を取り入れることなどに

より、多様な専門職の活用を図り、効果的な医療の提供及び業務運営に努める。 

項目 
令和３年度 

実績値 

令和５年度 

目標値 

診療部 21.7人 20.4人 

常勤医師 ５人 10人 

嘱託医 0.4人 0.4人 

非常勤医師 15.3人 9.0人 

常勤歯科医師 １人 １人 
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(2) 職員の職務能力の向上 

① 医療スタッフの職務能力の高度化・専門化を図るため、資格取得も含めた教育研

修システムを整備する。 

② 適正人数を踏まえたプロパー事務職員の採用や研修の充実等により、病院特有の

事務に精通した職員を確保・育成に努める。 

段階的に香取市からの派遣職員を減らしていくとともに、プロパー職員にはメデ

ィカルクラークや診療情報管理士等の資格取得を推進し、事務部門の職務能力の向

上を図る。 

③ 全職員が経営感覚とコスト意識を高め、経営管理機能を強化するとともに病院経

営の効率化を図る。 

(3) 意欲を引き出す人事評価制度の構築 

人事評価と昇給・昇格を連動させる等、職員の努力が評価され、業績や能力を 的確

に反映した人事管理を行うため、公正で客観的な新人事評価制度を第１期中期計画期

間中に導入することを目指す。評価結果については、職員にフィードバックすること

で、問題点等の是正に役立てる。 

(4) 働きやすい職場環境の整備 

① 優秀な職員を確保するため、短時間勤務正職員制度等による柔軟な勤務体制の採

用、時間外勤務の削減、休暇取得の促進、産休・育児休暇等によって現場を離れた

人材や地域に戻られた方の就労の場としての受入れ等、職員にとって働きやすく、

また、働き甲斐のある就労環境を整備する。 

② 時間外勤務が恒常化している部門については、業務フローを見直し時間外勤務の

削減を目指す。 

○業務フローを見直し、適正な人員配置に努める。 

③ 電子カルテ内にクリニカルパスの導入を推進し、業務効率化を図る。 

④ 職員の健康を維持するために、職員の悩みなどの相談体制を整備するとともに患

者からの過度な苦情への対応等を図る。 

(5) 予算の弾力化 

中期計画の範囲の中で、予算科目や年度間で弾力的に運用できる会計制度を活用し

た予算執行を行うことにより、効率的・効果的な事業運営に努める。 

契約においては、複数年契約や複合契約など多様な契約手法を活用し、費用の節減

等を図る。 

(6) 迅速かつ的確な意思決定を行うことができる組織の構築 

指示系統及び情報伝達の流れを定め、組織全体としての情報共有を徹底することで、

迅速な意思決定を図り、患者ニーズへの機敏かつ柔軟に対応した医療サービスを提供

する。 

(7) 運営改善に係る仕組みの構築 

病院全体及び部門ごとの経営分析により、計画の進捗状況を確認し、状況に応じた
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改善のもとで業務運営を行い、さらなる経営の効率化を図る。 

運営に係る重要事項は事前に香取市と協議することや、会計監査法人による外部監

査により、透明性の高い病院運営に努める。 

 

第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 収入の確保 

(1) 病床稼働率の向上 

① 地域の患者ニーズに沿った医療サービスの提供や、患者の心身の状況に即した入

退院の管理を行い、病床の稼働率向上を図る。  

項目 
令和３年度 

実績値 

令和５年度 

目標値 

入院 

患者延人数 26,332人 31,842人 

１日平均患者数 72.1人 87人 

１日１人平均診療単価 64,448円 67,000円 

平均在院日数 10.4日 10日 

外来 

患者延人数 
医科 98,373人 99,630人 

歯科 4,630人 4,860人 

１日平均患者数 
医科 406.5人 410人 

歯科 19.1人 20人 

１日１人平均診療単価 
医科 9,678円 9,700円 

歯科 6,721円 7,200円 

② 訪問診療・訪問看護を実施する上で、利用者及びその家族との密な連携により、

入院から在宅復帰への支援、在宅から入院へのスムーズな道筋の確立に努める。 

○効果的に訪問診療を計画する。 

③ 高度医療機器の稼働率向上のため、近隣の病院及び診療所等のニーズを把握し、

共同利用を推進する。 

(2) 適切な診療報酬の確保 

診療報酬改定や健康保険法等の改正に的確に対処するとともに、診療報酬の請求漏

れや減点、個人負担金の未納を防止するための対策を行い、収入確保に努める。 

項目 
令和３年度 

実績値 

令和５年度 

目標値 

査定減比率  
医科 0.56％ 0.45％ 

歯科 0.04％ 0.01％ 

医療費徴収率 98.4％ 99.5％ 

２ 費用の削減 

(1) 適正な後発医薬品の採用促進等により患者の負担軽減と医療センターの費用節減
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に努める。 

○前年度を超える後発医薬品の使用率となるように努める。 

(2) 薬品、診療材料等の適正単価を設定し、適正な在庫や消費の管理による経費削減や

管理業務の負担軽減を図る。 

○ベンチマーク現状分析による導入効果を検証し、ベンチマークシステム導入

に向けた準備を行う。 

○診療材料、薬品等の適正単価の設定や、適正な在庫・消費の管理による経費

削減、管理業務の負担軽減を図る。 

(3) 業務委託の可否及び契約内容や契約方法等の変更を模索し、委託金額の抑制に努

める。 

(4) 無駄な照明の消灯や院内の適切な温度設定等、省エネルギーの取組みを継続して

実施する。 

(5) 契約方法や契約期間の見直しを進め、契約の必要性可否についても継続した検討

を行う。 

(6) 稼働していない医療機器等を把握し、機器入替時又はリース契約更新等の際には

機器の適正配置の参考とする。 

項目 
令和３年度 

実績値 

令和５年度 

目標値 

職員給与費比率 60.6％ 61.7％ 

材料費比率 26.2％ 25.2％ 

 薬品費比率 4.7％ 4.8％ 

経費比率 16.3％ 16.6％ 

 委託料比率 9.6％ 9.1％ 

３ 経営基盤の確立 

不採算医療など政策的に必要な部門の経費については、香取市の財政支援を有効に活

用するものの、その他の部門での採算性を向上することで、地方独立行政法人の経営原

則である独立採算性の確立を目指す。 

定期的に開催する理事会及び運営連絡会議において本年度計画で掲げる目標値の達

成状況の管理を行い、常に目標達成を意識した取組みを推進する。 

項目 
令和３年度 

実績値 

令和５年度 

目標値 

経常収支比率 99.3％ 91.8％ 

医業収支比率 85.7％ 83.5％ 

４ 運営費負担金のあり方 

不採算医療など政策医療の分野に係る経費については、運営費負担金を有効に活用す

るものの、その他の分野での採算性を向上することで、地方独立行政法人の経営原則で
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ある独立採算制の確立を目指す。 

法人の経営努力だけでは維持することが困難な公共性の高い医療に係る経費等に対

する運営費負担金については、毎年度総務省から通知される「地方公営企業繰出金につ

いて」に準じた考え方により香取市と協議して算出する。 

新たに繰出しの基準に該当する経費が見込まれる際には、あらかじめ香取市と十分な

協議を行う。 

 

第５ その他業務運営に関する重要事項に係る目標を達成するためにとるべき措置 

１ 年度計画における数値目標の設定 

本年度計画に数値目標を設定し、それを達成するための取組みを行う。 

２ 医療機器の更新・新設に関する事項 

地域の医療需要、他機関との機能分担、医療技術の進展などを踏まえ、必要性及び採

算性を十分考慮した上で、総合的な投資計画に基づき医療機器の更新・新設を実施する。 

 

第６ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

１ 予算（令和５年度） 
 （単位：千円） 

区分 金額 

収入     

営業収益   3,589,549 

医業収益 3,141,291 

看護師養成事業収益 21,202 

介護保険事業収益 26,823 

運営費負担金収益 325,596 

補助金等収益 1,100 

その他営業収益 73,536 

営業外収益   27,005 

運営費負担金収益 17,170 

その他営業外収益 9,835 

資本収入   237,313 

長期借入金 45,900 

運営費負担金収入 191,413 

その他の収入 36,442 

計 3,890,309 

支出 

 

    

営業費用   3,525,567 
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医業費用 

  

  3,036,084 

給与費 1,688,006 

材料費 810,889 

経費 532,113 

研究研修費 5,076 

看護師養成事業費用 72,061 

介護保険事業費用 41,958 

一般管理費 375,465 

営業外費用   13,809 

資本支出   443,567 

建設改良費 47,061 

償還金等 382,826 

その他の資本支出 13,680 

その他の支出 0 

計 3,982,944 

（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。  

（注）期間中の診療報酬改定、介護報酬改定、給与改定及び物価の変動は考慮していない。 

 

２ 収支計画（令和５年度） 
 （単位：千円） 

区分 金額 

収益の部  3,828,728 

 

営業収益   3,801,723 

 

医業収益 3,141,291 

看護師養成事業収益 21,202 

介護保険事業収益 26,823 

運営費負担金収益 325,596 

資産見返運営費負担金戻入 212,175 

補助金等収益 1,100 

その他営業収益 73,536 

営業外収益   27,005 

運営費負担金収益 17,170 

その他営業外収益 9,835 

  臨時利益 0 

費用の部   4,170,788 

 営業費用   4,153,863 



12 

 

 
 

医業費用 

 
 

  3,589,191 

給与費 1,722,849 

材料費 810,889 

経費 532,113 

減価償却費 516,037 

その他 7,304 

看護師養成事業費用 75,760 

介護保険事業費用 47,472 

一般管理費 441,441 

営業外費用   16,924 

  臨時損失 0 

純利益 △342,060 

（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。  

 

３ 資金計画（令和５年度） 
 （単位：千円） 

区分 金額 

資金収入   3,890,308 

業務活動による収入 3,652,995 

 診療業務による収入 3,141,291 

 看護師養成事業業務による収入 21,202 

 介護保険事業業務による収入 26,823 

 運営費負担金による収入 342,766 

 補助金等収入 1,100 

 その他の業務活動による収入 119,813 

投資活動による収入 191,413 

 運営費負担金による収入 191,413 

財務活動による収入 45,900 

 長期借入による収入 45,900 

香取市からの繰越金 0 

資金支出   3,982,944 

業務活動による支出 3,539,377 

 給与費支出 2,002,100 

 材料費支出 810,889 

 その他の業務活動による支出 726,388 

投資活動による支出 59,657 
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 有形固定資産の取得による支出 45,977 

 その他の投資活動による支出 13,680 

財務活動による支出 383,910 

 長期借入金の返済による支出 0 

 
移行前地方債償還債務の償還による支出 382,826 

その他の財務活動による支出 1,084 

翌事業年度への繰越金 △92,636 

（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。   

 

第７ 短期借入金の限度額 

１ 限度額    300百万円 

２ 想定される短期借入金の発生理由 

(1) 賞与支給等による一時的な資金不足への対応 

(2) 予定外の退職者の発生に伴う退職手当の偶発的な支出への対応 

(3) 運営費負担金、建設事業補助金などの受入遅延等による資金不足への対応 

 

第８ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産があ

る場合には、当該財産の処分に関する計画 

なし 

 

第９ 第８の財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

なし 

 

第 10 剰余金の使途 

決算において剰余を生じた場合は、香取市との協議を踏まえ、施設の整備・修繕、医

療機器の購入、人材育成、職員への利益還元等に充てる。 

 

第 11 料金に関する事項 

１ 使用料及び手数料 

理事長は、使用料及び手数料として、次に掲げる額を徴収する。 

(1) 健康保険法（大正 11年法律第 70号）、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57

年法律第 80号）、介護保険法（平成９年法律第 123号）その他の法令等に基づき算定

した額 

(2) 前項に定めのない使用料及び手数料の額は、理事長が別に定める。 

２ 減免 

理事長は、災害その他特別の事由又は公益上の必要があると認めるときは、使用料及



14 

び手数料の全部又は一部を減免することができる。 

 

第 12 その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項 

１ 施設及び設備に関する計画                 （単位：千円） 

施設及び設備の内容 予定額 財源 

医療機器等整備 45,900 香取市からの長期借入金等 

２ 年度計画の期間を超える債務負担             （単位：千円） 

項目 
年度計画期間償

還額 

次期以降 

償還額 

総債務 

償還額 

移行前地方債償還債務 382,826 5,640,149 6,022,975 

長期借入金償還債務 0 491,300 491,300 

計 382,826 6,131,449 6,514,275 

３ 法第 40 条第４項の規定により業務の財源に充てることができる積立金の処分に関す

る計画 

なし 

 


